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化学技術職員・環境行政

職員連絡会は２月１２日、

環境関係５課（環境政策課

・琵琶湖保全再生課・温暖

化対策課・循環社会推進課

・自然環境保全課）と交渉

を実施。交渉では①化学職

や環境行政職の人材育成や

キャリア形成、②琵環部各課・琵環センター・環境事務所の

人員体制、③働き方改革の課題を中心にやりとりしました。

課長からの回答を受けて多くの参加者から発言があり、特に

化学職の技術継承の課題、環境行政職のキャリア形成のあり

方、育児との両立の環境整備、関西広域連合の事務局業務の

あり方、本庁での業務増への対応について改善を訴える声が

続きました。課長は、困難な課題もあるが引き続き皆さんか

らの意見や提言を受けて改善を図っていきたいと応えました。

環境関係５課長交渉を実施
自治労県職連合は２月５日、

子ども青少年局長交渉を実施し

ました。「子家相の職員は命に関

わる深刻な相談ケースにも対応

している。人員体制を含め改善

を図ってほしい」「一時保護所や女性相談での会計年度任用職員

の確保は日々の業務運営と直結するのでしっかりと対応してほし

い」などの発言があり、大岡局長は「子家相の体制では、プラン

に基づく体制確保の努力を引き続き行いたい。一時保護所の人員

確保は重要と認識しており、会計年度任用職員の確保も含めて努

力したい」と答えました。また、児童養護施設の人材確保と運営

への支援を求める発言には「国の『新しい養育ビジョン』に基づ

き施策が進んでいるが、県としても各施設に必要な支援や助言は

続けていきたい」とし、彦根子家相で職員増により執務室が狭あ

いとなっているとの指摘には「課題認識している」と応じました。

子ども･青少年局長交渉を実施

水産技術職員連絡会は１月

２２日に水産試験場長と、２

月７日に水産課長とそれぞれ

交渉を実施しました。

場長との交渉では、参加の

全組合員からの発言がありま

した。研究業務増に対応する人員の確保を求める声、試験場の早急

な改修を求める意見、インターネット環境の改善や公用車の更新を

求める声など多岐にわたる議論を行いました。

水産課長交渉では、水産試験場の課題に加えて水産課の人員増へ

強い訴えがありました。二宮課長は「過去から比べ減員となってい

る事実は受け止めているが、人員

増の情勢は厳しい。退職者の欠員

補充には努めたい。公用船や公用

車の厳しい状況は承知したので、

何ができるのかしっかり検討して

いきたい。」などと回答しました。

水産課長交渉を実施
水産試験場長交渉を実施

土地改良職員協議会

は２月１４日、耕地課

長・農村振興課長と交

渉を実施しました。

交渉には、各職場か

ら約３０名の組合員が

参加し、若手の組合員

からの発言も含めて職場の実態に基づく生の声を両課長に伝

えました。①来年度の土地改良職場の人員確保、②技術継承

と若手職員の人材育成、③入札・積算業務の改善、④働き方

改革などを中心に回答を求めました。由谷耕地課長からは「来

年度も引き続き事業量が増加する見込みであり、新規採用の

確保を始め現場技術業務委託等も含め、現場での体制確保に

努めたい。中堅職員の絶対的な不足を認識しており、若手職

員の育成や技術継承は重要な課題と受け止めている。入札・

積算業務の課題、時間外勤務への対応、ワークライフバラン

ス、ハラスメント対応も重要な課題と認識し必要な対応をし

ていきたい。」等の回答がありました。

耕地課･農村整備課長交渉を実施

自治労県職はこの間、職場要求運動として、所属長や主管課長

との交渉を実施しています。これまでに各職能協議会を中心に交

渉を実施してきました。要求の柱は人員の確保ですが、育児・介

護の両立支援や時間外勤務を含む働き方改革の課題も重要なテー

マで、職員の声を伝え、改善提案を行いました。

4月1日付人事異動（予定）

内々示 ３月19日（木）課長補佐級以下

内示 ３月24日（火）10時30分
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人員人事や働き方改革で活発な交渉を展開
～職場・職域で主管課長や所属長に～



職業能力開発関係職員協議会は２

月６日、労働雇用政策課長と交渉を

実施。今回の交渉は、高等技術専門

校米原校舎で実施し、職業訓練のあ

り方や現場での課題を基に奥山課長

と率直に議論しました。

組合員からは「高等技術専門校の職

業指導員の欠員が続いており早急に

補充してほしい」「セミナーのニーズは高いがこれに対応する人員

が確保されていない」「訓練科の再編では課題も多く、今後は職場

からの議論を踏まえてほしい」などの訴えがありました。これに対

して奥山課長は「欠員については引き続き補充できるよう努力した

い。セミナーの人員体制は校の本来業務との関係で難しい部分があ

るが、意見は受け止めたい。これからの職業訓練のあり方は、先を

見据えてしっかりと議論する必要があると考えており、校の意見を

まとめてもらえればと思う。」と回

答しました。また、これに先立ち、

高等技術専門校の校長交渉を実施

しました。参加組合員全員から意

見や思いを伝えることができ率直

な意見交換の場となりました。

自治労県職は２月４日、

障害福祉課長交渉を実施し

ました。今回の交渉は、初

めて近江学園で実施し、参

加者からは現場の実状を率

直に訴え、①近江学園の改

築の動向と今後の人員体制

の確保②近江学園の調理員

確保③社会福祉職のキャリア形成の方向④働き方改革の課題な

どで議論しました。

酒見課長は「近江学園の改築について、来年度に事業者を選

定し、その後Ｒ３年度から建設工事を行い、Ｒ５年度中の利用

開始を予定している。改築後の人員体制も含めて、今後、現場

とも意見交換しながら検討していきたい。直接処遇や調理員に

ついては直営で行う方針である。社会福祉職のキャリア形成は

人材育成方針に基づき個々の希望を踏まえて進めたい」と回答。

また、この交渉に先立ち近

江学園の上村園長と交渉を実

施。欠員補充など人員体制の

確保、時間外や年休取得の改

善等について要求しました。

園長は、「魅力を感じてくれ

るような施設づくりに努めた

い」と応えました。

障害福祉課長交渉を実施
近江学園長交渉を実施

労働雇用政策課長交渉を実施
高等技術専門校長交渉を実施

自治労病院労組は１

月２９日、今年度の第

２回の病院事業庁次長

交渉を実施しました。

冒頭に八里次長から

前回の交渉では保留と

なっていた回答があり、

①夜間看護等手当の増

額、看護師の初任給調整手当の２年目の廃止、②柔軟な働き方

に関する諸制度について提案がありました。組合は、夜間看護

等手当の増額については評価して受け止めましたが、初任給調

整手当については、引き続き制度を維持すべきと訴えま

した。また、柔軟な働き方については、４月からの「子育て

支援時間の創設」、「時差出勤」の３月からの試行と、「在宅勤

務制度」は当面実施しないとするなどの提案がありました。

各職場・職種での欠員補充や人員増を求めるとともに、昇

任格差の是正等を強く訴え、病院当局の一層の努力を要請

しました。

病院事業庁次長交渉実施
土地開発公社労組・道路公社労組

は２月２０日、団体交渉を実施。来

年度の体制や今後のあり方等で理事

者側の回答を求めました。理事者側

からは来年度の執行体制について

は、非常勤職員の採用も含め必要な人員は確保したいと回答。ま

た両公社の今後のあり方については、「あり方検討」など公社だ

けでは決まらない要素があるものの、職員の雇用については、問

題意識をもって対応していくことを確認しました。

土地開発公社・道路公社の交渉

ホテルピアザびわ湖労組は２月１

８日、地方共済組合県支部と交渉を

実施しました。賃金や手当、今後の

方向性に関して、地共済理事者側の

回答を求めました。賃金関係につい

ては、今年度の給与改定を含め従来

通りの基本姿勢で対応しているとし、今後の方向性については、

ピアザ淡海のあり方検討の動向に応じて職員への情報共有は行う

とともに、労使交渉の継続も確認しました

ホテルピアザびわ湖の交渉

今年はおそめのスキーシーズン 到来！

箱館山スキー場
リフトゴンドラ一日券

抽選で1枚を差し上げます。
書記局に連絡を。
２月28日（金）12:00締切
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自治労県職・県職連合・病院労組

本部役員選挙
２０２０－２０２１年度本部役員

選挙を次の日程で実施します。

立候補期間：２月２５日（火）

～３月 ２日（月）

投 票 日：３月 ９日（月）



第１１９６号 ２０２０年２月２５日


